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３．監査結果 

 

  令和元年度 目標 達成 

状況 

部門 

評価 内容 目標 実績 

環

境

配

慮 

市有施設に

おけるエネ

ルギー使用

量削減 

電気 7,208千 kWh 6,750千 kWh 達成 

○ 

都市ガス、LPG、

A重油、軽油 
707.6kℓ 632.3kℓ 達成 

自動車利用によるエネルギー使

用量削減 
32.5kℓ 30.9kℓ 達成 

市有施設に

おける可燃

系廃棄物発

生抑制 

重さ 41,765kg 48,771kg 未達成 

40ℓ袋 2,265袋 1,935袋 達成 

再生紙の使用量削減 5,274千枚 5,442千枚 未達成 

市有施設における水道水の使用

量削減 
90,885㎥ 80,956㎥ 達成 

環

境

経

営 

各課の環境配

慮取組み状況

の点検 

環境負荷調査

の実施 

各部署・施設ごとに、環境負荷

排出量の実績値を分析すること

で、各々の事業や業務状況の確

認、定常状態の把握等につなげ

る。 

エネルギー使用量（環境負荷）

の大きな部署・施設について、

重点的な負荷低減を試みる。 

達成状況につ

いては、 

「４．所見」

を参照のこと 

○ 

環境協働報告 

環境配慮に関

する取組み状

況の内部共有 

会議録の情報

発信 

情報発信（F-e

ニュースの発

行） 

環

境

協

働 

環境配慮取組

み状況の情報

一般公開 

広報・HP 

市民の環境への関心を高めると

共に、各部署・施設からの市民

との更なる協働を働きかける。 

達成状況につ

いては、 

「４．所見」

を参照のこと 

○ 

「福生市の環

境」への掲載 

市民編集員による環境情報の発

信（かんきょう通信） 

※ 評価：○＝良好、△＝軽微だが改善すべき点あり、×＝勧告に値すべき点あり 
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４．所見 

 

令和元年度の目標の達成状況について監査した結果、各視点の目標に対する総合的評

価はいずれも「○（良好）」としました。以下に評価所見をまとめます。 

 

１．環境配慮 

７つの目標項目のうち、５項目で目標を達成しました。未達成の項目についても、その

理由がほぼ特定され改善策の検討も行われていることから、マネジメントとしては良好

に機能していると判断し総合評価を「○（良好）」と結論付けました。 

電気、電気以外のエネルギー使用量および水道使用量については、福祉センターにおい

て平成 30 年９月から令和元年 12 月末まで施設改良工事が行われたこと、防災食育セン

ターにおいて業務効率化等が行われたことが主に寄与しています。CO2 排出量の昨年度

比を見ると、市有施設全体では 7.8％減のところ、福祉センターでは 31.8％減、防災食育

センターでは 17.9％減であり、これら２大排出源の影響度が改めて認識されます。加え

て、福祉センターと防災食育センターを除く施設での CO2 排出量は昨年度比 3.3％減で

あり、すべての施設が健闘した結果とも見ることができそうです。 

一方で注意が必要なのは、福祉センターと防災食育センターを除く市有施設における

CO2 排出量は、第１から第３四半期ではほぼ昨年度並みであったのに対し、第４四半期

では 13.7%減と減少幅が大きく、特に市民会館では 28.1％もの削減となっていたことで

す。第４四半期は新型コロナウイルス感染症の拡大防止策として多くの施設が休業・休館

しており、この影響が出ていると考えられます。「新しい生活様式」下での公共施設の再

稼働が始まっていますが、単純に休業前の稼働に戻すのではなく、照明や空調の利用時間

やエリアを調節する、インターネットを活用した市民サービスの充実を図るなど様々な

角度から設備・機器の利用状態や業務の進め方等を検討し、感染拡大防止とエネルギーの

効率的利用が両立するよう工夫を凝らしていただきたいと思います。 

可燃ごみ（重量）については、特定の大規模施設において第２、第３四半期に生ごみ処

理機が故障したことが超過の主な原因として挙げられましたが、令和２年度より当該処

理機の保守点検業務が直営から委託になったことで改善が図られています。今後も適切

な排出管理に努めていただくとともに、他の部署・施設においても大型設備・機器の故障

はエネルギー管理上の障害となる可能性が大きいため設備の保守管理業務の進め方に留

意していただくことをお願いします。 

再生紙の使用量については、重点取組項目としていたにもかかわらず昨年度に引き続

き目標を超過しました。特に本庁舎において、各部署の寄与度が分かりにくい目標・管理

方式となっていることに一つの原因があるのではないでしょうか。重要なのは、使用量が

多い部署を特定して削減を求めるのではなく、すべての部署で自らの使用実態を把握し、

業務特性に応じた削減策を実施することだと考えます。部署ごとに実態を把握し業務と

の関連を認識していただける方法等を検討されてはいかがでしょうか。 

 

２．環境経営 

令和元年度より、実施回数で測る目標ではなく、環境経営の質の向上を目標としまし

た。 

環境負荷調査の際に、前年同期実績値および過去５年平均実績値を併記して、部署ごと

に定常状態との比較が容易に行えるようになりました。また、事前書面調査の際にも過去

５年平均実績値や例年（定常状態）との比較を問う項目を設け、定常状態の把握ができる

ような工夫がなされました。また、温室効果ガス排出量の多い上位５部署・施設を重点管

理部署・施設と位置付け、目標管理の強化が行われました。これらの取り組みが環境経営

の向上に資するものであったと判断し総合評価を「○（良好）」と結論付けました。 

これらの取り組みが部署単位でのマネジメント向上につながり、エネルギー消費量や

CO2 排出量の結果に結びついたと考えられます。この成果は、ぜひ庁内に広く伝えてい
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ただきたいと思います。部署ごとのマネジメントの重要性をより実感していただけるの

ではないでしょうか。 

今後は、実行責任者から所属職員に情報共有や対策検討のコミュニケーションを深め

ることを図っていただき、職員一人ひとりのマネジメント意識が向上していくことを期

待します。 

 

３．環境協働 

令和元年度より、実施回数で測る目標ではなく、環境経営の質の向上を目標としまし

た。 

環境協働報告書において、事業種別の定義を改めて記載し、各事業のＰＤＣＡの「Ａ」

欄に「『参加』から『協働』への発展を図る工夫」記入欄を新設することで、協働への発

展を意識づけるようにしました。平成 30年度との比較では、協働事業の総数は 2件増え

て 97 件、このうち「協働」は 2 件増、「参加」は 1 件増でした。この取り組みが環境協

働の向上に資するものであったと判断し総合評価を「○（良好）」と結論付けました。 

すでに「協働」の取り組みであっても改善方策が記述されていた事業が見られた一方

で、発展の工夫が発案されなかった事業が少なくありませんでした。担当係のみで新たな

手法を生み出すことは難しさもあると思われますので、年度末の現場監査では監査チー

ムとともに次の展開を検討する時間を持ちたいと思います。 

 


